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暮らしを変える通信インフラ・データ流通の具体化にむけて

NTTは，社会課題の解決や新たな価値創造に向けた，日本の産業発展と競争力向上につながるデジタルインフラ基盤
の整備に貢献していく．

基盤整備にむけては，複数の企業や自治体・政府などの行政機関が連携して進めるべきであり，NTTとしては，他のイン
フラ事業者等と連携した考え方の整理や各種課題解決に積極的に取り組む．

デジタルライフライン基盤整備にむけて

・各インフラ事業者と連携したインフラ管理DXシステムの整備

・自動運転・ドローン航行にむけて「４次元時空間データ連携
基盤」に活用可能な4Dデジタル基盤®技術の研究とアーリー
ハーベストＰＪと連動した開発や課題の洗い出し

・情報処理基盤や通信ネットワークを高度に運用していくための
ゼロタッチオペレーション等，オペレーション技術の研究開発

・オール光ネットワークを省電力で実現するための通信デバイス
や光通信装置等の技術・研究開発

・NTN（非地上ネットワーク）の実現にむけてGEO/LEO/
HAPSを用いたカバレッジ拡張の研究開発

第一回アーキテクチャWG資料より引用

NTTの取り組み
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検討課題

協調領域
（インフラ管理DXシステム）

API

A社

設備情報（空間IＤ，画像等）

設備情報

B社 C社 D社

インターネット等

設備情報 設備情報 設備情報

運用主体の整理
⇒複数のインフラ事業者で
最適な連携方法を検討

接続環境の整理
⇒安定した通信環境や災害時の
アクセス手段の検討

対象データの条件整理
⇒協調領域の定義と正確性を
保つ仕組みの検討

データの安全性
⇒セキュリティの確保，システム分散

API条件の整理
⇒業務アプリと連携する際の

IF条件の検討

埋設物照会
点検情報
共有

立会支援／
マシンガイダンス

災害時設備
被害状況統合

etc

業務の共通化
⇒対象業務の整理と共通化に
向けた具体的手法の検討

 インフラ管理DXシステムにおいて，電力・ガス・通信・上下水道等，社会インフラの設備情報から，空間IDや画像等
を協調領域として収集し，統合管理する．

 インフラ管理DXシステムの情報をインフラ事業者や自治体が活用することで，平時における業務の共通化・自動化や
リソースの最適活用が促進されるとともに，災害時における応急復旧・早期回復を実現する．

インフラ管理DX-WGの検討状況 ～協調領域，課題～


